
事例内容・タイトル

出典

地方公共団体金融機構

団体名

事例区分 公営企業 タグ

事例種類

・下水道事業
・新たな政策手法の確立・活用
・公共施設活用

高知県須崎市

PPP/PFI

公共施設等運営事業（コンセッション事業）の導入

公営企業の持続可能な経営の確保に向けた先進・優良事例集

団体の属性 一般市

事例№ 1825

公表年度 R4



◆背景

• 平成7年の終末処理場の供用開始以降、歯止めのかからない人口減少に、財政事情
の悪化が拍車をかける状況から、汚水の面整備が進められず、経費回収率は低迷し、
一般会計からの多額の繰入により下水道事業を運営してきた。

• このような状況から経営改善策を検討し、民間グループによる「PFI法第6条に基づ
く民間提案」を受けたため、事業化に向けた検討を実施した。

◆具体的内容

• 公共下水道事業（汚水）は「コンセッション事業」、公共下水道事業（雨水ポンプ
場・管きょ）は「維持管理委託」、漁業集落排水処理施設（浄化槽・中継ポンプ）
およびクリーンセンター等には「包括的維持管理委託」としてそれぞれの事業性質
に合う方式を組合せ、一元的に維持管理する「混合型バンドリング」事業とした。

◆効果

• 民間企業であるSPCのノウハウや手法を駆使し、官民一体の経営改善に取り組むこ
とで、19.5年間でのVFMは約7.6%（約223,000千円の市負担額削減効果）を見込ん
でいる。

• 事業実施以前は人員不足のため、手が回らなかった管きょやマンホールの巡回点検
等の従来業務が実施可能となり、市民サービスの向上につながっている。

• 管内調査・点検にドローン等の新技術を活用し、効率的な維持管理を実施している。

• SPCによる職員の地元採用、再委託業務の地元事業者への優先発注、清掃活動等の
地域貢献。

・平成30年2月：実施方針の公表

・平成31年3月：基本協定の締結

・令和元年12月：公共施設等運営権設定

実施契約締結

・令和2年4月：公共施設等運営事業開始

• 民間事業者の収入が、下水道料金とサービス対価により構成される混合型コンセッ
ション事業であり、サービス対価（委託費）を支出する事業形態のため、運営権対
価は0円である。

• 従来の運営事業とは異なり、施設や設備の改築更新事業（ハード事業）は実施しな
い。

• 国内で初めて、供用している全ての汚水管きょに運営権を設定した。

【高知県須崎市】
公共施設等運営事業（コンセッション事業）の導入

高知県須崎市建設課

• 事業の持続性を確保するためにも、官民双方で
人材の育成を行っていく。

• 19.5年間という長期間の契約であるため、契約
時に取り交わした要求水準書の内容等について、
事業開始後の定例モニタリングでの報告内容も
参考に今後定期的に見直しを行っていく。

• 行政区域内人口 20,603人（令和4年1月1日時点）
• 行政区域内面積 135.35km2（令和4年1月1日時点）
• 処理区域内人口 1,547人（令和3年度決算）

PPP/PFI

業務内容イメージ

●公営企業情報

●今後の展望

●取組のスケジュール

下水道事業

●取組の概要

●取組のポイント

持続可能な下水道事業を実現するため、経営改善に向けた取組として、公共
施設等運営事業を導入した

◆総事業費 委託料2,698,000千円
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